
 

技術開発成果報告書技術開発成果報告書技術開発成果報告書技術開発成果報告書    

事業名 

住宅等の安全性の向上に資する技術開発 

課題名 

都市集合住宅の安全安心『21世紀型コミュニティ』 

構築支援システムの技術開発 

１１１１．．．．技術開発技術開発技術開発技術開発のあらましのあらましのあらましのあらまし    

（１）概要 

 都市の集合住宅、とりわけ区分所有分譲マンシ

ョンを対象に、マンション居住者が安全で安心し

て健やかに生活を営めるための要件として、集住

コミュニティの視点から、現代のあるべき姿とし

ての「21世紀型コミュニティ」を提案し、コミュ

ニティ構築を支援する下記①～③（右図）の仕組

み・ツールを開発、マンション事業開発における

建築プログラミングプロセスを提案した(④)。 

  ① 居住者コミュニティ-施設の適合性モデル、コミュニティニーズ診断システムの開発 

  ② 「21世紀型コミュニティ」モデルの構築 

  ③ 都市集合住宅におけるコミュニティ構築サポートシステムの開発 

  ④ 都市集合住宅プログラミング手法の提案 

主な技術開発成果は、以下の通りである。 

1) 「21世紀型コミュニティ」モデルの構築 

 21世紀型コミュニティとは、居住者の相互認識をも

とに、相互扶助、災害準備がなされ、コミュニティの

継続が動的平衡の状態にあることで、そうした状態に

よって、コミュニティの価値共有が実現し、行政や地

域社会との関係も良好になるというモデルを構築し

た。（右図）また、そうした状態の創出を可能にする支

援機能として、施設・運営・情報の側面を抽出し、居住

者と管理組合がコミュニティの両輪となって主体的に

活動する必要性と可能性を提案した。 

2) 「コミュニティサポートシステム」の開発・実装 

 情報面でコミュニティ構築、すなわち相互認識、相

互扶助、災害準備を段階的に支援する機能として、知

り合い・交流・日常生活・非常時の各サポートシステ

ムを開発、プロトタイプComorebiを実装した。 

3) 「よりみちステーション」の提案 

 施設面でコミュニティ構築を促進する空間として、

複数棟型の大規模マンション１階共用空間へのアクセ

スを活性化する仕組みとして棟毎のエントランスを活

用した「よりみちステーション」を提案した。 
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「21世紀型コミュニティ」の実現に向けて

支えるインフラ

施設
相互遭遇しやすい構成
オープンな共用空間

施設
相互遭遇しやすい構成
オープンな共用空間

運営
相互認識の契機が多い
入居者受入・選別の仕組

運営
相互認識の契機が多い
入居者受入・選別の仕組

情報
情報の伝達・共有・蓄積

の仕組み

情報
情報の伝達・共有・蓄積

の仕組み

相互認識
居住者が相互に認識

相互認識
居住者が相互に認識

災害準備
災害時の準備がある

災害準備
災害時の準備がある

相互扶助
居住者がサポートしあう

相互扶助
居住者がサポートしあう

動的平衡
・変化に対応・更新
・新しい活動が生成

動的平衡
・変化に対応・更新
・新しい活動が生成

価値共有
マンションの価値と義務が共有

価値共有
マンションの価値と義務が共有

居住者
居住者がフラットである

居住者
居住者がフラットである

管理組合
管理組合に自治機能

管理組合
管理組合に自治機能

地域参加
地域からの認知
地域参加

地域からの認知
行政との関わり行政との関わり
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コミュニティサポートシステム Comorebi画面 

■地震等災害時の風景 

評価と継続的改善

ニーズ診断
システム

21世紀型
コミュニティ

運営

情報

21世紀型
コミュニティ
モデル構築

居住者
コミュニティ
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適合性モデル

目標設定
施設

「コミュニティカフェ」

のノウハウ

ピピッチェの
展開

運営をふま

えた計画

事例調査・集合住宅実態調査
都市集合住宅プログラミング手法提案

①①①①

（20～21年度）

②②②②

（21～22年度）

③ コミュニティ構築
サポートシステム
(20～22年度）

（22年度）④④④④
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4) 施設企画段階から計画的にコミュニ

ティ構築・醸成を進めるプログラミン

グ手法の提案 

 「21世紀型コミュニティ」実現のため

に、分譲マンションの開発事業プロセス

の各段階で、開発事業者、企画支援会社、

管理会社、居住者組織、不動産仲介業者

等が計画・実施すべき内容を明らかにし、

それら実施事項を盛り込んだプログラミ

ングプロセス（右図）を提案した。 

（２）実施期間 

  平成２０年度～平成２２年度 

（３）技術開発に係った経費 

  平成20年  技術開発に係った経費 9,118千円   補助金の額 3,900千円 

  平成21年  技術開発に係った経費 7,310千円   補助金の額 3,300千円 

  平成22年  技術開発に係った経費 9,134千円   補助金の額 4,000千円 

（４）技術開発の構成員 

  清水建設株式会社   （村田明子，山田哲弥，田中康裕，広瀬啓一，小林英夫，野竹宏彰） 

  国立大学法人大阪大学 （大学院工学研究科   准教授 鈴木毅） 

  国立大学法人神戸大学 （都市安全研究センター 教授  北後明彦） 

  株式会社つなぐネットコミュニケーションズ （立崎孝生，藤本奈美） 

（５）取得した特許及び発表した論文等 

 取得した特許：なし 

 発表した論文（主な論文） 

  1) 平成22年1月，日本建築学会計画系論文集（清水建設 田中康裕，山田哲弥ほか） 

 居住者相互の関係からみた都市の大規模分譲マンションの類型化についての考察 

  2) 平成22年11月，地域安全学会梗概集（清水建設 村田明子，田中康裕，山田哲弥ほか） 

 都市集合住宅の安全安心な「21世紀型コミュニティ」構築支援に向けて 

  3) 平成23年6月，日本建築学会計画系論文集（清水建設 田中康裕，山田哲弥ほか） 

 分譲マンション居住者のおつきあいに対する意識についての考察                    

 

２２２２．．．．評価結果評価結果評価結果評価結果のののの概要概要概要概要    

（１）技術開発成果の先導性 

 従来の分譲マンション事業開発では、顧客は購入者個人であったが、居住後の生活の安心には居住

者相互の関係性が重要であることを大規模な調査をもとに明らかにした。その結果をもとに、マンシ

ョン開発における顧客としての、居住者組織のあり方を提案するとともに、その構築を支援する機能

側面を明らかにした。また、それらに基づいて情報システムを実装したことは、技術革新性が高く、

今後の技術開発に新たな方向性を与えたと言える。 

（２）技術開発の効率性 

 ３年間の技術開発は、当初２年間はマンションの施設・情報設備の設計・施工会社また運営（生活・

防災）に詳しい大学研究者を構成員とし、大規模なアンケート調査や居住者・関連業者（管理会社・

企画会社・NPO等）・専門家（社会学者）等へのインタビュー等によってモデルの構築を行った。３

年目にはマンション用情報システム構築の大手企業を構成員に迎えた。このように、資金的には財政

基盤の堅牢な企業を構成員とし透明性の高い体制を構築、また段階を追って計画的に進めるともに、

今後の事業化への道筋を見据えつつ、各構成員の保有する専門知識・技術・施設設備、また関係する

顧客・大学院生を効率的に活用して進めた。 

 とくにプロトタイプシステムの開発・実証にあっては、構成員所有の情報インフラ設備を活用し、

テストユーザーに構成員の顧客や大学院生を活用し、システム構築費用や実証費用を抑えた。 

土地情報入手
事業者組織内の
意志決定
●土地購入決定

販売計画検討
パンフレット作成
モデルルーム開設
HP開設

●関係行政の対応
許認可申請
行政折衝
公庫手続き
許認可取得

●近隣折衝および対策

企画設計
基本設計
仕様・デザイン等の検討

実施設計

土地売買折衝
土地取得

敷地特性の調査

現地調査
敷地調査
周辺環境調査
マーケット調査
（●マンションクラブ会員調査）
周辺事例調査
権利関係調査
行政関係調査
法規制調査
技術調査

企画構想の検討

ボリュウムチェック
●商品内容設定
●プラン作成・検討

事業採算の検討

収支検討
コスト検討
販売価絡検討

●事業スケジュール立案

土地取得の折衝 設計 設計監理

施工

施工契約設計契約

販売計画

契約書類作成 重要事項説明
●管理組合規約（自治会規定）
使用細則
役員輪番表

●コミュニティクラブ規約
●防災組織規約

引き渡し・入居

管理組合設立・活動

設立総会（文書）
●役員決定
理事会
コミュニティクラブ役員
サークル代表・役員
（防災組織設立）

管理会社契約
コミュニティ支援会社契約

共用施設計画 コミュニティ計画 コミュニティ構築

販売

コミュニティクラブ活動

コミュニティ支援会社解約
（入居２年後程度）

基本設計
●仕様・デザイン等の検討

●購入者アンケート
●購入者ワークショップ
●サークル仮設立

●コミュニティ事務局選任
●管理員・施設管理者選任

居住者連携販売

（●自治会設立）

●入居者イベント
（時季に応じて各種開催）

●サークル設立

「呼び寄せ」推奨

●購入希望者イベント

情報発信活動

●外部向けＨＰ作成（コミュニティのＰＲ）

（●連合自治会加盟）

タスクの凡例：
●コミュニティ構築に直接関連するタスク
●コミュニティ構築に影響が大きいタスク

●サークル運営引き継ぎ

●イベント運営引き継ぎ

開発事業者

建設関連業者

コミュニティ支援企業

居住者組織

不動産仲介業者

意思決定のマイルストーン

タスクの主な主体

プロセスの凡例：

●購入希望者調査
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（３）実用化・市場化の状況 

 構成員である株式会社つなぐネットコミュニケーションズは、現

在、マンションを対象としたインターネット接続事業とともに、マ

ンション管理組合向けに活動支援システム“MCloud管理組合支援サ

ービス”（右図）をサービス提供し、防災マニュアルの作成支援事業、

コミュニティ構築支援事業も企画している。本事業で開発したプロ

トタイプシステムComorebiの各機能を、MCloud管理組合支援サービ

スのモジュールとして段階を追って、実装していく予定である。ま

た清水建設はマンション開発事業会社を関連会社（清水総合開発）

に持ち、そこでの開発事業に今回提案した施設プログラミング手法

を展開していく予定である。 

 新築分譲マンション市場では、インターネット全戸一括加入方式

とマンションポータルサイトの構築は急速に普及している（つなぐ

社のサービス導入件数は、2012年6月末時点で2,002棟184,300戸）。

また、東日本大震災の影響で、より安心・安全を求める社会ニーズ

が高まっており、日常の交流活動支援を含め、居住者組織に着目し

たマンション開発市場は今後さらに拡大すると予測される。 

（４）技術開発の完成度、目標達成度 

 開発成果のプロトタイプシステムでは、モニターテスト用としてメニュー構成の実現・実証を重視

し、目標とした機能をほぼ実装できた。補助事業終了後、モニターテストで高く評価された非常時サ

ポート機能である「災害時安否確認」「居住者名簿」「防災情報・マニュアル」機能について商品化に

向けた設計段階に入り今年度中に市場投入予定であり、完成度が高い開発を実施できたと言える。 

空間･運営に関するコミュニティ構築支援については、補助事業で明らかにした要件をもとに、今

後、具体的な空間モデルとコミュニティ運営マニュアルの開発に取り組み、マンション開発事業での

実装を計画している。 

（５）技術開発に関する結果 

・成功点 

 マンション居住者に対する大規模アンケートやマンションの現場に関わる多方面の豊富な実例の

ヒアリングにより、「21世紀型コミュニティ」モデルを構築し、現実的で実用性の高いコミュニティ

サポートシステムを具現化できた。東日本大震災後の被災マンション12例での取組みを調査した結

果、被災後の対応行動をふまえて、21世紀型コミュニティモデルの支援機能として位置付けた「施

設設備」「情報共有」「組織運営」の必要性が確認できた。 

・残された課題 

 情報システムの普及・展開に向け、データベースおよびセキュリティのロバスト性向上、ユーザー

インターフェイスの洗練が必要である。また施設・運営面で、コミュニティ構築に有効な空間デザイ

ンの実現や運営計画手法を開発する必要がある。とくに、コミュニティ運営を担う居住者組織、管理

組合・自治会への導入、普及の方策（ビジネスモデル構築や人材育成）が課題である。 

    

３３３３．．．．対応方針対応方針対応方針対応方針    

（１）今後の見通し 

 コミュニティ構築を支援する情報システムについては、上述の通り平成24年度中に、災害時安否

確認、居住者名簿、防災情報・マニュアルの各機能をMCloud管理組合支援サービスに実装する予定で

ある。その後、サービス提供に伴い、ユーザー意見のフィードバックによるシステム改善、またその

他の機能の実装、市場投入を段階的に進める予定である。 

 施設・運営の側面については、今回の技術開発で得られた知見をもとに、空間デザインのプロトタ

イプ開発や、運営マニュアルの開発・整備を行うとともに、関連会社のマンション開発プロジェクト

をはじめ、具体的な分譲マンション開発事業や、既存マンションへの情報システム導入案件を事例と

して、プログラミングプロセスの適用および検証を進める予定である。 
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